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米国会計基準採用の有無 無

１．１５年３月期の連結業績（平成14年4月1日～平成15年3月31日）

(1)連結経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

15 －
63 －

(注)①持分法投資損益 15年3月期 － 百万円 14年3月期 － 百万円

    ②期中平均株式数（連結）    15年3月期  　7,587,617株    14年3月期  7,590,471株

    ③会計処理の方法の変更 有

    ④経常収益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態

％ 円 銭 ％

(注)期末発行済株式数（連結）    15年3月期  　7,585,770株    14年3月期  7,588,958株 

(3)連結キャッシュ・フローの状況

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項

連結子会社数 2 社 持分法適用非連結子会社数 － 社 持分法適用関連会社数 － 社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況

連結(新規) － 社 （除外） － 社 持分法（新規） － 社 （除外） － 社

２．１６年３月期の連結業績予想（平成15年4月1日～平成16年3月31日）

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期） 円 銭

（注）上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る
　　　本資料発表日現在における仮定を前提としております。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる
　　　結果となる可能性があります。

三 井 精 一

問 合 せ 先 責 任 者 役 職 名 企 画 部 長

92 21 

通 期 16,500 1,200 700 

64 2.7 0.1 4.2

百万円 百万円 百万円

21,166 

67 2.9 0.1 5.9

経常収益 経常利益

経常収益
当期純利益 １株当たり当期純利益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率

総資本

中 間 期 8,200 600 300 

当期純利益

3,101 △ 387 

22,513 3,610 △ 385 

△ 4,061 

△ 9,554 

百万円 百万円 百万円 百万円

現金及び現金同等物
期 　末 　残 　高

財務活動による
キャッシュ・フロー

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

2.2 

2.3 

750,680 17,016 7.30 2,242 23

百万円

7.22 749,615 17,685 35

百万円

2,331 

連結自己資本比率

株主資本 (国内基準)
総資産 株主資本 株主資本比率

１株当たり

　　14年3月期 20,969 3.4

１株当たり 潜在株式調整後

886 

株主資本

－

当 期 純 利 益

509 

－

27.9 3.8

490 

9.3△    　　15年3月期 19,015 1,134 

経 常 収 益 経 常 利 益

会 社 名

本店所在地

代 表 者 役 職 名

氏 名 小 野 寺 伸 一

氏 名

　　15年3月期

　　14年3月期

15年3月期

14年3月期

　　15年3月期

　　14年3月期

 1



株式会社 仙 台 銀 行

 １．   企業集団の状況

　当行グループ（当行及び当行の関係会社）は、当行及び連結子会社２社で構成され、

銀行業務を中心に金融サービスに係る事業を行っております。

〔企業集団の事業系統図〕

銀行業務等 … 本店ほか支店　７１店

仙 連結子会社 ：仙銀ビジネス株式会社

台 　（銀行業務請負等）

銀

行

その他 … 連結子会社 ：仙銀カード株式会社

　（クレジット・カード業務）
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２．経営方針

(1) 経営の基本方針

  当行は昭和２６年、「宮城県の中小企業金融の円滑化」を目的に、宮城県知事の提唱

のもと、宮城県が資本金の 40%を出資して設立された地域金融機関であります。その

後の増資により、宮城県の議決権割合は 1.80％（平成１５年３月３１日現在）となっ

ておりますが、この設立目的は、当行が地域社会に果すべき企業使命であり、たとえ

時代背景が変化しようとも不変のテーマであります。

  こうした企業使命を踏まえ、当行の目指す将来の姿は「地域から最も信頼され、地

域に最も貢献する銀行」であり、「信を万事の本と為す」の行是のもと、

① 経営の効率化と自己資本の拡充により、競争力を強化する。

② 宮城県内の中小企業と個人層に特化し、地域へ密着する。

③ 堅実な経営に徹するとともに、説明責任を全うし信頼と支持を得る。

の３点を着実に実践・実現していきたいと考えております。

(2) 利益配分に関する基本方針

  銀行業という公共性および金融環境の著しい変化等を鑑み、内部留保の充実を図る

とともに、株主の皆さまへの安定的な配当の継続に努めてまいります。

(3) 中長期的な経営戦略

  経営の基本方針を踏まえ、平成１４年４月より実施期間を２ヵ年とする経営計画「ス

テップ・アップ・プラン」をスタートさせております。このプランは、著しく変化す

る金融環境を踏まえ、「企業風土の改善・改革と収益力の強化」に主眼を置き、

① 環境の変化に対応しうる企業風土への改善・改革

② コア業務純益 40 億円に向けた体制づくり

③ 健全経営を堅持し「地域との共存、地域への貢献」を担う

を目標に掲げ、種々の施策を検討・実行していくものであります。

  具体的には、人材育成と機構・組織の改善・改革に努めるとともに、お客さまのニ

ーズを的確に捉えながら、コンサルティング営業の強化、市場性・即効性・伸長性の

ある収益業務への選択・集中を図ってまいります。

(4) コンプライアンスの徹底とリスク管理体制の充実

　金融機関経営の根幹にあるものはコンプライアンスの徹底とリスク管理体制の充実

であります。

　当行ではこの二つを経営の重要課題と位置づけ、内部監査体制の強化（検査部を業

務監査部へ改組）、コンプライアンスおよび総合リスク管理担当部署の設置（コンプラ
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イアンス室・リスク管理室の設置）等、組織体制の充実を図っております。また、コ

ンプライアンス・リスク管理委員会を定期的に開催し、社内規程を含めた法令遵守、

各種リスクの分析と対応等について経営レベルでの協議を重ねております。

３．営業の成績

　当期の状況

　平成１４年度の我が国経済は、設備投資等の一部指標に下げ止まりの兆しがみられた

ものの、公共投資は引き続き減少傾向にあり、住宅投資も低調に推移するなど、イラク

情勢を含め先行きへの不透明感が一段と強まるなか、依然として回復の動きはみられま

せんでした。個人消費は、企業の人件費削減姿勢が根強く、所得の減少を背景に弱めの

動きを続けており、家計の雇用・所得環境は引き続き厳しい状況でありました。

　宮城県内の経済は、景気低迷の長期化の影響から、鉱工業生産は横這い傾向であり、

公共投資・住宅投資はともに低水準で推移しました。雇用環境は、製造業を中心に若干

改善の動きがあったものの、依然厳しい状態であり、個人消費は先行きの不安感から力

強さに欠けるものでした。

　一方、金融界におきましては、｢金融再生プログラム｣等が公表され、行政主導による

金融システム早期健全化の施策が具体的に示されました。また、大手銀行による大型増

資が相次いで実施されるとともに、日銀による銀行保有株式買取りの実施、産業再生機

構の設立など金融界を取巻く環境は著しく変化しました。

　当行及び連結子会社は、このような環境のなかで「地域から最も信頼され、地域に最

も貢献する銀行」をめざして、株主の皆様ならびにお取引先皆様の厚いご支援のもと、

地域金融機関としての使命を果たすべく、収益力の強化と経営の効率化に取り組んでま

いりました。その結果、当行及び連結子会社による当連結会計年度の業績は次のとおり

となりました。

　預金につきましては、法人預金は減少したものの、個人預金の増加などにより、前年

同期比４２億円増加し、期末残高は７，１６２億円となりました。

　貸出金につきましては、法人向け貸出が低迷しましたが、個人向け貸出が増加したこ

とにより、前年同期比３３億円増加し、期末残高は４，７１６億円となりました。

　有価証券につきましては、国債等が減少したことなどにより、前年同期比４２億円減

少し、１，７４５億円となりました。

　損益関係につきましては、資金の効率的な運用と諸経費の節減に努めましたが、資金
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運用収益の低下により経常収益は前年同期比１，９５４百万円減少し１９，０１５百万

円、経常費用は経費の徹底した節減などにより前年同期比２，２０１百万円減少し１７，

８８１百万円となりました。この結果、経常利益は前年同期比２４８百万円増加し１，

１３４百万円、当期純利益は前年同期比１９百万円増加し５０９百万円となりました。

　自己資本比率（国内基準）につきましては、単体で前年同期比０．１１ポイント減少

の７．７１％、連結で前年同期比０．０８ポイント減少の７．２２％となりました。

　業務面につきましては、個人のお客様向けには、住宅ローンに特別金利を設定（平成

１４年３月１日～平成１５年３月３１日）したほか、マイカー・教育・リフォーム・多

目的の４ローン商品を、当行との取引に応じて金利優遇を行う｢スペシャルローンメニ

ュー｣として取扱いを開始（平成１５年１月）いたしました。また、顧客ニーズの多様

化に対応するため、平成１４年１０月から定額個人年金保険の取扱いを開始し、平成１

５年４月からは変額個人年金保険の取扱いも開始いたします。

　当行は、｢県内中小企業金融の円滑化｣を企業使命ととらえ、信用保証協会の｢セーフ

ティネット保証｣付融資を活用するなど、地域の中小企業を積極的に支援してまいりま

した。また、平成１５年４月からは、中小企業向けに無担保・第三者保証人不要の地域

企業支援特別融資｢サポートみやぎ｣の取扱いを開始いたします。

　キャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローが４，０６

１百万円マイナス、投資活動によるキャッシュ・フローが３，１０１百万円のプラス、

財務活動によるキャッシュ・フローが、３８７百万円のマイナスとなり、この結果、現

金及び現金同等物は、１，３４７百万円減少となり、期末残高は、２１，１６６百万円

（前年同期比５．９％減）となりました。

　営業活動によるキャッシュ・フローは、コール・ローン等が減少したことから、前年

同期比５，４９３百万円増加となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、有価証券の売却による収入および有価証券の

償還による収入が減少したことから前年同期比５０９百万円減少となりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、前年同期比２百万円の減少となりました。
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（単位：百万円）

科 目 科 目

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

現 金 預 け 金 26,585 預 金 716,245 

コールローン及び買入手形 54,562 借 用 金 6,674 

買 入 金 銭 債 権 37 外 国 為 替 0 

金 銭 の 信 託 3,258 そ の 他 負 債 1,759 

有 価 証 券 174,511 賞 与 引 当 金 218 

貸 出 金 471,609 退 職 給 付 引 当 金 745 

外 国 為 替 27 再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債 1,753 

そ の 他 資 産 3,691 支 払 承 諾 4,526 

動 産 不 動 産 12,580 負 債 の 部 合 計 731,923 

繰 延 税 金 資 産 7,497 ( 少 数 株 主 持 分 )

支 払 承 諾 見 返 4,526 少 数 株 主 持 分 6 

貸 倒 引 当 金 △ 9,272 （ 資 本 の 部 ）

資 本 金 7,485 

資 本 剰 余 金 5,875 

利 益 剰 余 金 3,250 

土 地 再 評 価 差 額 金 2,545 

その他有価証券評価差額金 △ 1,456 

自 己 株 式 △ 13 

資 本 の 部 合 計 17,685 

資 産 の 部 合 計 749,615 負債、少数株主持分及び資本の部合計 749,615 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

金　　　　　　　額 金　　　　　　　額

連結貸借対照表 （平成15年3月31日現在）
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（単位：百万円）

金                 額

19,015 

14,660 

貸 出 金 利 息 12,261 

有 価 証 券 利 息 配 当 金 2,226 

コールローン利息及び買入手形利息 30 

預 け 金 利 息 99 

そ の 他 の 受 入 利 息 42 

2,540 

1,143 

669 

17,881 

651 

預 金 利 息 340 

譲 渡 性 預 金 利 息 2 

借 用 金 利 息 153 

そ の 他 の 支 払 利 息 155 

1,252 

120 

12,086 

3,770 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 1,149 

そ の 他 の 経 常 費 用 2,620 

1,134 

433 

動 産 不 動 産 処 分 益 78 

償 却 債 権 取 立 益 355 

そ の 他 の 特 別 利 益 0 

106 

動 産 不 動 産 処 分 損 106 

1,461 

45 

904 

1 

509 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

特 別 損 失

特 別 利 益

経 常 利 益

当 期 純 利 益

少 数 株 主 利 益

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

科　　　　　　　　目

平成14年4月 1日から
平成15年3月31日まで

連結損益計算書

役 務 取 引 等 費 用

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 業 務 収 益
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（単位：百万円）

5,875 

5,875 

3,119 

509 

509 

379 

379 

3,250 

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

連結剰余金計算書

平成14年4月 1日から
平成15年3月31日まで

科　　　　　　目 金　　　　　　額

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 期 末 残 高

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）

利 益 剰 余 金 増 加 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

利 益 剰 余 金 期 末 残 高

当 期 純 利 益

配 当 金

8
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(単位：百万円)

税金等調整前当期純利益 1,461
減価償却費 390
貸倒引当金の増加額 △ 920
賞与引当金の増加額 △ 90
退職給付引当金の増加額 68
資金運用収益 △ 14,660
資金調達費用 651
有価証券関係損益（△） 1,570
金銭の信託の運用損益（△） △ 23
為替差損益（△） △ 111
動産不動産処分損益（△） 28
貸出金の純増（△）減 △ 3,372
預金の純増減（△） 4,262
借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△） △ 25
預け金(日銀預け金を除く)の純増(△)減 1,343
コールローン等の純増(△)減 △ 4,504
外国為替（資産）の純増(△)減 13
外国為替（負債）の純増減（△） 0
資金運用による収入 12,668
資金調達による支出 △ 773
その他 △ 1,195
　　　小計 △ 3,218
法人税等の支払額 △ 843
営業活動によるキャッシュ・フロー △ 4,061

有価証券の取得による支出 △ 105,323
有価証券の売却による収入 54,615
有価証券の償還による収入 54,666
金銭の信託の増加による支出 △ 2,486
投資活動としての資金運用による収入 2,152
動産不動産の取得による支出 △ 736
動産不動産の売却による収入 213
投資活動によるキャッシュ・フロー 3,101

配当金支払額 △ 379
自己株式の取得による支出 △ 8
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 387

0
△ 1,347
22,513
21,166

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

平成14年4月 1日から
平成15年3月31日まで

連結キャッシュ・フロー計算書

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額

科　　　　　　　　目 金　　　　　　　　額

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高

9
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１. 連結の範囲に関する事項

（１） 連結子会社　　　　　２社

　　仙銀ビジネス 株式会社

　　仙銀カード   株式会社

（２） 非連結子会社　　　　０社

２. 持分法の適用に関する事項

　　　　該当ありません。

３. 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の決算日は次のとおりであります。

　　　３月末日　　　　　　２社

４. 会計処理基準に関する事項

（１） 商品有価証券の評価基準及び評価方法

　商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）により行っております。

（２） 有価証券の評価基準及び評価方法

（イ） 　有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法)、その他有価証券のうち時価のあるものに

ついては、連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、時価のないものについては、移動平

均法による原価法又は償却原価法により行っております。

　なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本直入法により処理しております。

（ロ） 　有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券の評価は、時価法により行って

おります。

（３） デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

（４） 減価償却の方法

① 動産不動産

　当行及び連結子会社の動産不動産の減価償却は、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　　　　建　物　　　２年～５０年

　　　　動　産　　　２年～１５年

② ソフトウェア

　自社利用のソフトウェアについては、当行及び連結子会社で定める利用可能期間（５年）に基づく定額法により償却しております。

（５） 貸倒引当金の計上基準

　当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。

　破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という。）に係る債権及びそれと同等の状況にある

債務者（以下「実質破綻先」という。）の債権については、下記直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収

可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認め

られる債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債

務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績か

ら算出した貸倒実績率等に基づき計上しております。

　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を

監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。

　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認められ

る額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は８，６７７百万円であります。

　連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ引き当てております。

（６） 賞与引当金の計上基準

　賞与引当金は、従業員への賞与の支払に備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当連結会計年度に帰属する額を計上し

ております。
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（７） 退職給付引当金の計上基準

　退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額

を計上しております。また、数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。

　　数理計算上の差異：各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１５年）による定額法により按分した

　　　　　　　　　　　額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理

　なお、会計基準変更時差異（２，３８５百万円）については、１５年による按分額を費用処理しております。

（８） 外貨建資産・負債の換算基準

　当行の外貨建資産・負債については、連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。

（会計方針の変更）

　外貨建取引等の会計処理につきましては、従来、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する当面の会計上及び監査上の取扱

い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 20 号）を適用しておりましたが、当連結会計年度から、「銀行業における外貨建取引

等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 25号）を適用しております。

　なお、当連結会計年度は、日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 25 号に規定する経過措置を適用し、「資金関連スワップ取引」

については、従前の方法により処理しております。

　資金関連スワップ取引については、日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 25 号に規定する経過措置にもとづき、債権元本相当

額および債務元本相当額の決算日の為替相場による正味の円換算額を貸借対照表に計上し、異種通貨間の金利差を反映した直先差金は直

物外国為替取引の決済日の属する期から先物外国為替取引の決済日の属する期までの期間にわたり発生主義により損益計算書に計上する

とともに、決算日の未収収益または未払費用を計上しております。

　なお、資金関連スワップ取引とは、異なる通貨での資金調達・運用を動機として行われ、当該資金の調達又は運用に係る元本相当額を

直物買為替又は直物売為替とし、当該元本相当額に将来支払うべき又は支払を受けるべき金額・期日の確定している外貨相当額を含めて

先物買為替又は先物売為替とした為替スワップ取引であります。

　なお、連結子会社の外貨建資産・負債はございません。

（９） リース取引の処理方法

　当行及び連結子会社のリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に準じた会計処理によっております。

（１０） 重要なヘッジ会計の方法

　当行のヘッジ会計の方法は、金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会平成 11 年 1 月

22日)）注１４により、金利スワップ取引に係る金銭の受払の純額等を当該資産等に係る利息に加減して処理しております。

連結子会社はヘッジ会計をしておりません。

（１１） 消費税等の会計処理

　当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

（１２） その他連結財務諸表作成のための重要な事項

①　自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準

　「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）が平成１４年４月１日以後に適用されることにな

ったことに伴い、当連結会計年度から同会計基準を適用しております。これによる当連結会計年度の資産及び資本に与える影響はあ

りません。

　なお、連結財務諸表規則および銀行法施行規則の改正により、当連結会計年度における連結貸借対照表の資本の部および連結剰余

金計算書については、改正後の連結財務諸表規則および銀行法施行規則により作成しております。

②　１株当たり当期純利益に関する会計基準

　「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）および「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第４号）が平成１４年４月１日以後開始する連結会計年度に係る連結財務諸表から適用されることにな

ったことに伴い、当連結会計年度から同会計基準及び適用指針を適用しております。なお、前連結会計年度において採用していた方

法により算定した場合の１株当たりの当期純利益金額は同額であります。

５. 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　　　　連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。

６. 利益処分項目の取扱いに関する事項

　　　　連結剰余金計算書は、連結会計期間において確定した利益処分に基づいて作成しております。

７. 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、連結貸借対照表上の「現金預け金」のうち現金および日本銀行への預け金であ

ります。
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注記事項（連結貸借対照表関係）

１. 　貸出金のうち、破綻先債権額は５，６７１百万円、延滞債権額は２８，２４５百万円であります。

　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込

みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法

人税法施行令（昭和 40年政令第97号）第 96条第 1項第 3号のイからホまでに掲げる事由又は同項第 4号に規定する事由が生じている貸出

金であります。

　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶

予した貸出金以外の貸出金であります。

２. 　貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は２５５百万円であります。

　なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該

当しないものであります。

３. 　貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は５，９９７百万円であります。

　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権

放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。

４. 　破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は４０，１７０百万円であります。

　なお、上記１．から４．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

５. 　手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２

４号）にもとづき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手形および買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法

で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は、５，２５５百万円であります。

６. 　担保に供している資産は次のとおりであります。

　日本銀行共通担保、為替決済、業界共通システム、公金事務等の取引の担保として、有価証券４６，９７９百万円を差し入れております。

　なお、動産不動産のうち保証金権利金は２４１百万円であります。

７. 　当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件につい

て違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は､１２６，６６６

百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のもの（又は任意の時期に無条件で取消可能なもの）が １１８，５７５百万円あります。

　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行及び連結子会社の将来

のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全、その他相当の事由があ

るときは、当行及び連結子会社が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。

　また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内（社内）手続に基づ

き顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。
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８. 土地の再評価に関する法律（平成 10年 3月 31日公布法律第 34号）に基づき、当行の事業用土地の再評価を行い、評価差額については、

当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」とし

て資本の部に計上しております。

再評価を行った年月日　　　平成１０年３月３１日

同法律第３条第３項に定める再評価の方法　　　土地の再評価に関する法律施行令（平成 10年 3月 31日公布政令第 119号）第２条第

4号に定める地価税法（平成３年法律第69号）第１６条に規定する地価税の課税価格

の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法によ

り算定した価額に基づいて、奥行価格補正等、合理的な調整を行って算出しております。

　同法律第 10 条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合

計額との差額　１，９４７百万円

９. 動産不動産の減価償却累計額　４，２０１百万円

１０. 　借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金６，６００百万円が含まれております。

注記事項（連結損益計算書関係）

　その他経常費用には貸出金償却５７０百万円、株式等売却損１，１０９百万円および株式等償却８４５百万円を含んでおります。

注記事項（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　　　　　平成１５年３月３１日現在

　　　　　現金預け金勘定　　　　　２６，５８５百万円

　　　　　定期預け金　　　　　　△　１，５００百万円

　　　　　その他の預け金　　　　△　３，９１９百万円

　　　　　現金及び現金同等物　　　２１，１６６百万円
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（税効果会計関係）

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

　貸倒引当金　　　　　　　　　　　　　　　　　４，６５７百万円

　退職給付引当金　　　　　　　　　　　　　　　　　３０１

　減価償却超過額　　　　　　　　　　　　　　　　　１５２

　動産不動産の未実現利益の消去　　　　　　　　　　９９３

　有価証券超過額　　　　　　　　　　　　　　　　　６７１

　税法上の繰越欠損金　　　　　　　　　　　　　　　２７５

　その他有価証券評価差額金　　　　　　　　　　　　８５０

　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６０

繰延税金資産小計　　　　　　　　　　　　　　　８，０６２

評価性引当額　　　　　　　　　　　　　　　　　△　５４３

繰延税金資産合計　　　　　　　　　　　　　　　７，５１８

繰延税金負債

　債権債務相殺消去に伴う貸倒引当金の取崩　　　　　　２１

繰延税金負債合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　２１

繰延税金資産の純額　　　　　　　　　　　　　　７，４９７

２. 連結財務諸表提出会社の法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主

な項目別の内訳

法定実効税率　　　　　　　　　　　　　　　　　４１．６８％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目　　　　　　１．０６

受取配当金等永久に益金に算入されない項目　　△　２．３９

住民税均等割額　　　　　　　　　　　　　　　　　１．５８

評価性引当額　　　　　　　　　　　　　　　　　１３．２１

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正　　　　９．４２

その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．４４

税効果会計適用後の法人税等の負担率　　　　　　６５．００

３. 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の修正額

　「地方税法等の一部を改正する法律」（平成１５年３月法律第９号）が平成１５年３月３１日に公布され、平成１６年４月１日以後開始す

る連結会計年度より法人事業税に係る課税標準の一部が「付加価値額」および「資本等の金額」に変更されることにより、当該課税標準の一

部は、利益に関連する金額を課税標準とする税金には該当しないことになります。

　この変更に伴い、当行の繰延税金資産および繰延税金負債の計算に使用する平成１６年度以降の法定実効税率は当連結会計年度の４１．６

８％から４０．３８％となり、「繰延税金資産」は１５８百万円減少し、当連結会計年度に計上された「法人税等調整額」は１３７百万円増

加しております。「再評価に係る繰延税金負債」は３８百万円減少し、「土地再評価差額金」は同額増加しております。また、「その他有価証

券評価差額金」は２０百万円減少しております。
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（単位：百万円）

平成１４年度末 平成１３年度末 比    較
(A) (B) (A - B)

26,585 29,276 △ 2,691 

54,562 50,053 4,509 

37 42 △ 5 

3,258 748 2,510 

174,511 178,775 △ 4,264 

471,609 468,237 3,372 

27 41 △ 14 

3,691 3,672 19 

12,580 12,436 144 

7,497 9,157 △ 1,660 

4,526 8,431 △ 3,905 

△ 9,272 △ 10,192 920 

749,615 750,680 △ 1,065 

716,245 711,982 4,263 

6,674 6,700 △ 26 

0 0 0 

1,759 3,767 △ 2,008 

218 308 △ 90 

745 677 68 

1,753 1,792 △ 39 

4,526 8,431 △ 3,905 

731,923 733,659 △ 1,736 

6 4 2 

- 7,485 - 

- 5,875 - 

- 2,507 - 

- 3,119 - 

- △ 1,965 - 

- 17,021 - 

- △ 5 - 

- 17,016 - 

7,485 - - 

5,875 - - 

3,250 - - 

2,545 - - 

△ 1,456 - - 

△ 13 - - 

17,685 - - 

749,615 750,680 △ 1,065 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金
自 己 株 式
資 本 の 部 合 計

負債、少数株主持分及び資本の部合計

土 地 再 評 価 差 額 金

少 数 株 主 持 分

資 本 金
資 本 剰 余 金

（ 資 本 の 部 ）
資 本 金
資 本 準 備 金
再 評 価 差 額 金
連 結 剰 余 金
その他有価証券評価差額金

再評価に係る繰延税金負債
支 払 承 諾
負 債 の 部 合 計
（少数株主持分）

外 国 為 替
そ の 他 負 債
賞 与 引 当 金
退 職 給 付 引 当 金

資 産 の 部 合 計
（ 負 債 の 部 ）

預 金
借 用 金

動 産 不 動 産
繰 延 税 金 資 産
支 払 承 諾 見 返
貸 倒 引 当 金

 比 較 連 結 貸 借 対 照 表 ( 主 要 内 訳 )

科               目

（ 資 産 の 部 ）
現 金 預 け 金

計
自 己 株 式
資 本 の 部 合 計

コールローン及び買入手形
買 入 金 銭 債 権
金 銭 の 信 託
有 価 証 券
貸 出 金
外 国 為 替
そ の 他 資 産
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（単位：百万円）

平成14年度 平成13年度 比    較
(A) (B) (A - B)

19,015 20,969 1,954△         

資 金 運 用 収 益 14,660 16,136 1,476△         

（ う ち 貸 出 金 利 息） ( 12,261 ) ( 12,704 ) ( 443△           )

（うち有価証券利息配当金） ( 2,226 ) ( 2,326 ) ( 100△           )

役 務 取 引 等 収 益 2,540 2,551 11△            

そ の 他 業 務 収 益 1,143 1,994 851△           

そ の 他 経 常 収 益 669 286 383

17,881 20,082 2,201△         

資 金 調 達 費 用 651 2,169 1,518△         

（ う ち 預 金 利 息 ） ( 340 ) ( 1,178 ) ( 838△           )

役 務 取 引 等 費 用 1,252 992 260

そ の 他 業 務 費 用 120 242 122△           

営 業 経 費 12,086 12,336 250△           

そ の 他 経 常 費 用 3,770 4,340 570△           

1,134 886 248

433 103 330

106 85 21

1,461 904 557

45 893 848△           

904 478△           1,382

1 1△            2

509 490 19

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

経 常 利 益

特 別 利 益

少 数 株 主 利 益
（ △ は 少 数 株 主 損 失 ）

当 期 純 利 益

特 別 損 失

税金等調整前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

 比 較 連 結 損 益 計 算 書 （ 主 要 内 訳 ）

科               目

経 常 収 益

経 常 費 用

16
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 (単位：百万円)

平成14年度 平成13年度 比    較

(A) (B) (A - B)

- 2,953 - 

- 55 - 

再 評 価 差 額 金 取 崩 高 - 55 - 

- 379 - 

配 当 金 - 379 - 

- 490 - 

- 3,119 - 

5,875 - - 

5,875 - - 

3,119 - - 

509 - - 

当 期 純 利 益 509 - - 

379 - - 

配 当 金 379 - - 

3,250 - - 

(注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）

連 結 剰 余 金 減 少 高

科                 目

 比 較 連 結 剰 余 金 計 算 書 

連 結 剰 余 金 期 首 残 高

連 結 剰 余 金 増 加 高

当 期 純 利 益

連 結 剰 余 金 期 末 残 高

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 期 末 残 高

利 益 剰 余 金 増 加 高

資 本 剰 余 金 期 末 残 高

利 益 剰 余 金 減 少 高
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 (単位：百万円)
平成14年度末 平成13年度末 比    較
(A) (B) (A - B)

税金等調整前当期純利益 1,461 904 557
減価償却費 390 402 △ 12
貸倒引当金の増加額 △ 920 88 △ 1,008
賞与引当金の増加額 △ 90 308 △ 398
退職給付引当金の増加額 68 36 32
資金運用収益 △ 14,660 △ 16,136 1,476
資金調達費用 651 2,169 △ 1,518
有価証券関係損益（△） 1,570 △ 445 2,015
金銭の信託の運用損益（△） △ 23 △ 20 △ 3
為替差損益（△） △ 111 △ 237 126
動産不動産処分損益（△） 28 42 △ 14
貸出金の純増（△）減 △ 3,372 △ 2,574 △ 798
預金の純増減（△） 4,262 △ 3,013 7,275
借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△） △ 25 △ 28 3
預け金(日銀預け金を除く)の純増(△)減 1,343 8,422 △ 7,079
コールローン等の純増(△)減 △ 4,504 △ 9,786 5,282
外国為替（資産）の純増(△)減 13 △ 15 28
外国為替（負債）の純増減（△） 0 0 0
資金運用による収入 12,668 13,892 △ 1,224
資金調達による支出 △ 773 △ 2,777 2,004
その他 △ 1,195 △ 696 △ 499
　　　小計 △ 3,218 △ 9,463 6,245
法人税等の支払額 △ 843 △ 91 △ 752
営業活動によるキャッシュ・フロー △ 4,061 △ 9,554 5,493

有価証券の取得による支出 △ 105,323 △ 126,440 21,117
有価証券の売却による収入 54,615 63,066 △ 8,451
有価証券の償還による収入 54,666 64,381 △ 9,715
金銭の信託の増加による支出 △ 2,486 - △ 2,486
金銭の信託の減少による収入 - 530 △ 530
投資活動としての資金運用による収入 2,152 2,379 △ 227
動産不動産の取得による支出 △ 736 △ 434 △ 302
動産不動産の売却による収入 213 126 87
投資活動によるキャッシュ・フロー 3,101 3,610 △ 509

配当金支払額 △ 379 △ 379 0
自己株式の取得による支出 △ 8 △ 7 △ 1
自己株式の売却による収入 - 1 △ 1
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 387 △ 385 △ 2

0 0 0
△ 1,347 △ 6,329 4,982
22,513 28,843 △ 6,330
21,166 22,513 △ 1,347

(注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 比較連結キャッシュ・フロー計算書 

Ⅵ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高
Ⅶ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額
Ⅴ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 加 額

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

科                 目

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
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１． 事業の種類別セグメント情報

　 当連結会計年度(自平成14年4月1日　至平成15年3月31日)
　　　 連結会社は銀行業以外に一部でクレジットカード等の事業を営んでおりますが、それらの
　　 事業の全セグメントに占める割合が僅少であるため、事業の種類別セグメント情報は記載し
 　　ておりません。

　 前連結会計年度(自平成13年4月1日　至平成14年3月31日)
　　　 連結会社は銀行業以外に一部でクレジットカード等の事業を営んでおりますが、それらの
　　 事業の全セグメントに占める割合が僅少であるため、事業の種類別セグメント情報は記載し
 　　ておりません。

２． 所在地別セグメント情報

　 当連結会計年度(自平成14年4月1日　至平成15年3月31日)
       本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありま
     せん。

　 前連結会計年度(自平成13年4月1日　至平成14年3月31日)
       本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありま
     せん。

３． 国際業務経常収益

　 当連結会計年度(自平成14年4月1日　至平成15年3月31日)
　　　 国際業務経常収益が連結経常収益の10％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略して
　　 おります。

　 前連結会計年度(自平成13年4月1日　至平成14年3月31日)
　　　 国際業務経常収益が連結経常収益の10％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略して
　　 おります。

セグメント情報
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（有価証券関係）

Ⅰ.前連結会計年度

１．売買目的有価証券

（金額単位：百万円）

  　  期　　別

　種　　類

－ －

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの

（金額単位：百万円）

    　 期　　別

連結貸借

　種　　類 対照表計上額 うち益 うち損

-  -  -  -  -  

3,144  3,249  105  105  -  

22,999  22,977  △  22  5  27  

200  184  △  15  -  15  

26,343  26,411  67  110  43  

（注）１．時価は、前連結会計年度末日における市場価格等に基づいております。

　　　２．「うち益」「うち損」はそれぞれの「差額」の内訳であります。

３．その他有価証券で時価のあるもの

（金額単位：百万円）

　　　期　　別

連結貸借

　種　　類 対照表計上額 うち益 うち損

13,543  9,880  △  3,663  192  3,856  

110,303  110,851  548  839  290  

国　　　債 55,407  55,496  88  241  153  

地  方  債 2,738  2,829  90  94  4  

社　　　債 52,156  52,526  369  502  133  

4,580  4,324  △  255  19  275  

128,427  125,056  △  3,370  1,051  4,422  

（注）１．連結貸借対照表計上額は、前連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により計上

　　　　したものであります。

　　　２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。

　　　３．前連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について１，９９６百万円減損処

　　　　理を行っております。

社　　　　　債

そ　　の　　他

連結貸借対照表計上額

前連結会計年度の損益

に含まれた評価差額

合 　　計

評価差額

株　　　　　式

債　　　　　券

取得原価

前連結会計年度末（平成14年3月31日現在）

前連結会計年度末（平成14年3月31日現在）

前連結会計年度末（平成14年3月31日現在）

そ　　の　　他

合 　計

売買目的有価証券

差　　額時　　価

国　　　　　債

地　　方　　債
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４．前連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券

　該当ありません。

５．前連結会計年度中に売却したその他有価証券

（金額単位：百万円）

　　　期　　別

　種　　類 売　却　額 売却益の合計額 売却損の合計額

57,011  2,055  0  

６．時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額

（金額単位：百万円）

満期保有目的の債券

非上場外国証券 26,515  

社債 229  

その他有価証券

非上場株式(店頭売買株式を除く) 629  

７．保有目的を変更した有価証券

　　保有目的を変更した有価証券は、金額の重要性が乏しいため記載を省略しております。

８．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額

（金額単位：百万円）

　　　期　　別

　種　　類 1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超

35,923  62,618  31,928  33,470  

国　　　債 1,028  24,573  15,517  14,376  

地  方  債 -  310  5,663  -  

社　　　債 34,894  36,869  3,991  -  

そ　の　他 -  866  6,755  19,093  

495  2,009  1,271  -  

36,419  64,628  33,199  33,470  

その他有価証券

前連結会計年度（自 平成13年4月1日 至 平成14年3月31日）

前連結会計年度末（平成14年3月31日現在）

合 　　計

債　　　　　券

そ　　の　　他

前連結会計年度末（平成14年3月31日現在）
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Ⅱ.当連結会計年度

１．売買目的有価証券

（金額単位：百万円）

  　  期　　別

　種　　類

－ －

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの

（金額単位：百万円）

    　 期　　別

連結貸借

　種　　類 対照表計上額 うち益 うち損

-  -  -  -  -  

3,144  3,380  236  236  -  

2,000  2,000  0  0  -  

792  775  △  16  8  25  

5,936  6,157  220  245  25  

（注）１．時価は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づいております。

　　　２．「うち益」「うち損」はそれぞれの「差額」の内訳であります。

３．その他有価証券で時価のあるもの

（金額単位：百万円）

　　　期　　別

連結貸借

　種　　類 対照表計上額 うち益 うち損

11,734  9,286  △  2,447  830  3,277  

126,325  127,110  784  1,109  324  

国　　　債 44,182  44,219  37  356  319  

地  方  債 2,673  2,812  138  138  -  

社　　　債 79,470  80,079  608  613  5  

8,148  7,723  △  425  7  433  

473  472  △  0  -  0  

146,682  144,593  △  2,088  1,947  4,035  
（注）１．連結貸借対照表計上額は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により計上
　　　　したものであります。
　　　２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。
　　　３．その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下
　　　　落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがないものと判断したものについては、当該
　　　　時価をもって連結貸借対照表価額とするとともに、評価差額を当連結会計年度の損失として処
　　　　理（以下「減損処理」という。）しております。
　　　　　当連結会計年度における減損処理額は、８９７百万円（うち、株式８４３百万円、投資信託
　　　　５４百万円）であります。
　　　　　また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、当連結会計期間末日における時
　　　　価が取得時価と比べて５０％以上下落している場合は、全銘柄を著しい下落と判定し、３０％
　　　　以上５０％未満下落している場合は、価格の回復可能性および発行会社の信用リスク等を勘案
　　　　し判定しております。
　　　４．その他有価証券の中に、｢その他資産｣中の出資金を含めております。

当連結会計年度末（平成15年3月31日現在）

当連結会計年度末（平成15年3月31日現在）

当連結会計年度末（平成15年3月31日現在）

そ　　の　　他

合 　計

売買目的有価証券

差　　額時　　価

国　　　　　債

地　　方　　債

合 　　計

評価差額

株　　　　　式

債　　　　　券

取得原価

出　　資　　金

社　　　　　債

そ　　の　　他

連結貸借対照表計上額

当連結会計年度の損益

に含まれた評価差額
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４．当該連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券

該当ありません。

５．当該連結会計年度中に売却したその他有価証券

（金額単位：百万円）

　　　期　　別

　種　　類 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

47,919  1,447  1,124  

６．時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額

（金額単位：百万円）

満期保有目的の債券

非上場外国証券 23,793  

社債 229  

その他有価証券

非上場株式(店頭売買株式を除く) 430  

７．保有目的を変更した有価証券

該当ありません。

８．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額

（金額単位：百万円）

　　　期　　別

　種　　類 1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超

54,836  46,689  19,183  37,368  

国　　　債 536  21,142  4,459  18,080  

地  方  債 2  306  5,647  -  

社　　　債 54,298  24,031  3,979  -  

そ　の　他 -  1,208  5,097  19,288  

-  2,989  318  -  

54,836  49,679  19,502  37,368  

その他有価証券

当連結会計年度（自平成14年4月1日　至平成15年3月31日）

当連結会計年度末（平成15年3月31日現在）

合 　　計

債　　　　　券

そ　　の　　他

当連結会計年度末（平成15年3月31日現在）
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（金銭の信託関係）

Ⅰ．前連結会計年度

１．運用目的の金銭の信託

（金額単位：百万円）

　　　期　　別

　種　　類

２．満期保有目的の金銭の信託

　該当ありません。

３．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）

　該当ありません。

Ⅱ．当連結会計年度

１．運用目的の金銭の信託

（金額単位：百万円）

　　　期　　別

　種　　類

２．満期保有目的の金銭の信託

　該当ありません。

３．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）

　　　期　　別

連結貸借

　種　　類 対照表計上額 うち益 うち損

3,000  2,982  △  17  -  17  

当連結会計年度末（平成15年3月31日現在）

取得原価 評価差額

その他の金銭の信託

運　用　目　的　の
275  △  12  

金　銭　の　信　託

当連結会計年度末（平成15年3月31日現在）

連結貸借対照表計上額

金　銭　の　信　託

前連結会計年度末（平成14年3月31日現在）

運　用　目　的　の
748  -  

連結貸借対照表計上額 前連結会計年度の損益に含まれた
評価差額

当連結会計年度の損益に含まれた
評価差額

24



株式会社 仙 台 銀 行

（その他有価証券評価差額金）

Ⅰ．前連結会計年度

　○その他有価証券評価差額金

　　連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

（金額単位：百万円）

評価差額 △  3,370  

その他有価証券 △  3,370  

その他の金銭の信託 -  

(＋)繰延税金資産

（又は（△）繰延税金負債） 1,405  

その他有価証券評価差額金

（持分相当額調整前） △  1,965  

（△）少数株主持分相当額 -  

(＋)持分法適用会社が所有するその他有価証

券に係る評価差額金のうち親会社持分相当額 -  

その他有価証券評価差額金 △  1,965  

Ⅱ．当連結会計年度

　○その他有価証券評価差額金

　　連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

（金額単位：百万円）

評価差額 △  2,105  

その他有価証券 △  2,087  

その他の金銭の信託 △  17  

｢その他の資産｣中の出資金 △  0  

(＋)繰延税金資産

（又は（△）繰延税金負債） 648  

その他有価証券評価差額金

（持分相当額調整前） △  1,456  

（△）少数株主持分相当額 -  

(＋)持分法適用会社が所有するその他有価証

券に係る評価差額金のうち親会社持分相当額 -  

その他有価証券評価差額金 △  1,456  

前連結会計年度末（平成14年3月31日現在）

当連結会計年度末（平成15年3月31日現在）
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（デリバティブ取引関係）

Ⅰ．前連結会計年度

（１）金利関連取引

（金額単位：百万円）

契約額等 時価 評価損益

うち1年超

金利先物

取 　売建 -  -  -  -  

引 　買建 -  -  -  -  

所 金利オプション

　売建 -  -  -  -  

　買建 -  -  -  -  

金利先渡契約

　売建 -  -  -  -  

　買建 -  -  -  -  

店 金利スワップ

　受取固定・支払変動 -  -  -  -  

　受取変動・支払固定 352  352  △  35  △  35  

　受取変動・支払変動 -  -  -  -  

金利オプション

　売建 -  -  -  -  

頭 　買建 -  -  -  -  

その他

　売建 -  -  -  -  

　買建 -  -  -  -  

△  35  △  35  

（注）　上記取引については、金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に

　関する意見書」（企業会計審議会平成１１年１月２２日））注14により、金利スワッ

　プ取引に係る金銭の受払の純額等を当該資産等に係る利息に加減して処理しておりま

　すので、評価損益を連結損益計算書に計上しておりません。

区
分

合　　　　　計

前連結会計年度（平成14年3月31日現在）

種　　　類
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（２）通貨関連取引

（金額単位：百万円）

契約額等 時価 評価損益

うち1年超

通貨スワップ -  -  -  -  

為替予約

店 　売建 -  -  -  -  

　買建 -  -  -  -  

通貨オプション

　売建 -  -  -  -  

　買建 -  -  -  -  

頭 その他

　売建 -  -  -  -  

　買建 -  -  -  -  

-  -  

（注）１．前連結会計年度において時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上すべきものはご

　ざいません。

　　なお、下記注２．の取引は、上記記載から除いております。

２．「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日

　本公認会計士協会業種別監査委員会報告第20号）に基づき、期間損益計算を行っている通貨ス

　ワップ取引については、上記記載から除いております。

　　期間損益計算を行っている通貨スワップ取引の契約額等は、下記のとおりであります。

（金額単位：百万円）

契約額等 時　　価 評価損益

12,111  △  191  △  191  

　また、同様に、先物為替予約、通貨オプション等のうち、連結会計年度末日に引直しを行い、

その損益を連結損益計算書に計上しているもの、及び外貨建金銭債権債務等に付されたもので当

該外貨建金銭債権債務等の連結貸借対照表表示に反映されているもの又は当該外貨建債権債務等

が連結手続上消去されたものについては、上記の記載から除いております。

　引直しを行っている通貨関連のデリバティブ取引の契約額等は、下記の通りであります。

区分 種類

通貨先物

　売建 -  

　買建 -  

通貨オプション

　売建 -  

　買建 -  

為替予約

　売建 0  

店 　買建 -  

通貨オプション

　売建 -  

　買建 -  

頭 その他

　売建 -  

　買建 -  

取
引
所

契約額等（百万円）

（平成14年3月31日現在）

通貨スワップ

種　　　　　類

合　　　　　計

区
分

種　　　類

前 連 結 会 計 年 度

前連結会計年度（平成14年3月31日現在）
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（３）株式関連取引

該当ありません。

（４）債券関連取引

該当ありません。

（５）商品関連取引

該当ありません。

（６）クレジットデリバティブ取引

該当ありません。
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Ⅱ．当連結会計年度

（１）金利関連取引

（金額単位：百万円）

契約額等 時価 評価損益

うち1年超

金利先物

取 　売建 -  -  -  -  

引 　買建 -  -  -  -  

所 金利オプション

　売建 -  -  -  -  

　買建 -  -  -  -  

金利先渡契約

　売建 -  -  -  -  

　買建 -  -  -  -  

店 金利スワップ

　受取固定・支払変動 3,000  3,000  △  5  △  5  

　受取変動・支払固定 -  -  -  -  

　受取変動・支払変動 -  -  -  -  

金利オプション

　売建 -  -  -  -  

頭 　買建 -  -  -  -  

その他

　売建 -  -  -  -  

　買建 -  -  -  -  

△  5  △  5  

（注）１．上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

　なお、当連結会計年度から、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載

　から除いております。当連結会計年度における当該金額は、契約額等1,814百万円、時価

　及び評価損益△10百万円であります。

２．時価の算定は、オプション価格計算モデル等によっております。

区
分

合　　　　　計

当連結会計年度（平成15年3月31日現在）

種　　　類
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（２）通貨関連取引

（金額単位：百万円）

契約額等 時価 評価損益

うち1年超

通貨スワップ -  -  -  -  

為替予約

店 　売建 -  -  -  -  

　買建 -  -  -  -  

通貨オプション

　売建 -  -  -  -  

　買建 -  -  -  -  

頭 その他

　売建 -  -  -  -  

　買建 -  -  -  -  

-  -  -  -  

（注）１．当連結会計年度において時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上すべきものはご

　ざいません。

　　なお、下記注２．の取引は、上記記載から除いております。

２．「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認

　会計士協会業種別監査委員会報告第25号）に規定する経過措置に基づき、期間損益計算を行っ

　ている通貨スワップ取引については、上記記載から除いております。

　　期間損益計算を行っている通貨スワップ取引の契約額等は、下記のとおりであります。

（金額単位：百万円）

契約額等 時　　価 評価損益

10,871  △  40  △  40  

　また、同様に、先物為替予約、通貨オプション等のうち、連結会計年度末日に引直しを行い、

その損益を連結損益計算書に計上しているもの、及び外貨建金銭債権債務等に付されたもので当

該外貨建金銭債権債務等の連結貸借対照表表示に反映されているもの又は当該外貨建債権債務等

が連結手続上消去されたものについては、上記の記載から除いております。

　引直しを行っている通貨関連のデリバティブ取引の契約額等は、下記の通りであります。

区分 種類

通貨先物

　売建 -  

　買建 -  

通貨オプション

　売建 -  

　買建 -  

為替予約

　売建 -  

店 　買建 -  

通貨オプション

　売建 -  

　買建 -  

頭 その他

　売建 -  

　買建 -  

合　　　　　計

区
分

種　　　類

当 連 結 会 計 年 度

当連結会計年度（平成15年3月31日現在）

取
引
所

契約額等（百万円）

（平成15年3月31日現在）

通貨スワップ

種　　　　　類
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（３）株式関連取引

該当ありません。

（４）債券関連取引

該当ありません。

（５）商品関連取引

該当ありません。

（６）クレジットデリバティブ取引

該当ありません。
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